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論文要旨 
 
本論文は、アート NPO の組織ミッション広報の現状と望ましい支援の内容を調査し、それら
の支援を実現するにあたっての課題と潜在的な可能性を明らかにすることを目的としている。こ
の目的を達成するために、以下の 3つのステップによる調査を行った。ステップ①他分野の広
報支援策の事例を収集する、ステップ②アート NPOの組織ミッション広報の実態とどのような
支援を欲しているのかを明らかにする、ステップ③支援ニーズを実現するうえでの課題を整理す
る、である。 
これらの調査から、アート NPO が欲している支援を実現するためには、以下 3つの条件が整
うことが導かれた。それは、①支援組織同士の連携、②支援者組織の資源の確保、③アート NPO
の積極性である。 
今回調査をした支援組織は、支援者同士の連携がほとんど見られなかった。これらの支援組織
は、アート NPO（芸術文化を支える市民団体）を支援する事業を行っているという点において
共通しているが、支援やそれに関する情報の共有を行っていない。つまり、支援組織は、単独で
アート NPOに支援や情報提供を行っているのである。こうした状況は、支援組織同士の組織ミ
ッション広報に対する認知の差を生み出すだけでなく、資源確保の妨げにもなっている。支援組
織同士の連携が育まれれば、情報の共有が進む。また、資源不足によって単独での支援の主催が
難しいという支援も、支援組織やアート NPOとの協働事業で実現される。 
しかし、このようして支援者サイドの条件だけが整うだけでは意味がない。アート NPO 自身
も支援を待つばかりでなく、自ら活動を実施し団体を継続させるために、積極的に活動を行う必
要がある。 
以上の 3つの条件が整うことで、アート NPO が欲している組織ミッション広報の支援は実現
に近づき、アート NPO の発展に寄与することになると結論づけることができる。 
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ABSTRACT 
 
The purposes of this paper are to clarify the conditions of support for public relations of the 
organization’s missions in arts NPO, to identify desirable support forms, to discover problems, and to 
propose methods of realizing support. The following three endeavors were carried out to achieve these 
goals: 1) collecting examples of support for public relations in fields other than that of arts NPO, 2) 
investigating the current public relations conditions of the organization’s missions in arts NPO and 
desirable support forms for arts NPO, and 3) examining problems in order to realize the support forms 
necessary to meets the needs of arts NPO. These investigations revealed that three conditions were 
necessary to realize the desirable support for arts NPO: 1) the cooperation of support organizations, 2) 
the securing of resources from support organizations, and 3) the proactiveness of arts NPO in the 
activities. When support organizations cooperate with each other, they can share information and 
secure the resources necessary for projects. It is also necessary for arts NPO to act proactively rather 
then waiting for support from other organizations. The realization of public relations support for the 
organization’s missions desired by arts NPO will contribute to arts NPO’s development. 
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序章 はじめに 
 
戦後、日本の公共政策は行政が大きな役割を担ってきた。これによって、インフラ整備が進み、
生活水準は向上した。しかし、経済成長が進むにしたがって人々のニーズは多様化し、画一的な
政策だけでは十分にそれらを満たせなくなってきた。また、複雑化したニーズに合わせた政策を
行うだけの人手も財政もない。行政だけが公共サービスを担うのは、不可能になってきたのであ
る。これからは、行政だけが地域の公共的な課題を解決するのではなく、民間企業、NPO、市
民といった民間セクターと行政が協働して地域の課題解決への取り組みが望まれている。 
こういった状況は、文化の分野においても同様のことが言える。1960～70年代にかけて、行
政は文化施設を建設していった。それまで、市民が文化活動を行ったり、演劇やオーケストラの
公演を見たりする場がなかった状況を考えると、これらインフラの整備はある一定の成果を上げ
た。しかし、行政には、文化施設の運営に対する専門的なノウハウがなかった。よって、これら
の施設は、ハード重視ソフト軽視の「箱もの」と批判された。また、人々の意識が「物の豊かさ」
から「心の豊かさ」へ変化し、人々の好みやニーズはさらに細分化された。企業においても、そ
れまでの企業イメージを PRする派手なイベントではなく、メセナという概念が登場する。こう
した状況から、行政の文化政策は限界に達した。 
そのような中、芸術文化活動分野に新しいタイプのアート NPO1と呼ばれる市民活動団体が登
場した。アート NPO は、これまでの芸術文化団体や行政が行ってきた展覧会や舞台などの芸術
鑑賞型の活動ではなく、地域の市民とアーティストがいっしょに作品をつくるワークショップや
学校や福祉施設にアーティストを派遣する活動を行っている。これらは、市民が芸術を享受する
機会の拡大に貢献するとともに、地域の独自性を形成する役割の一端を担っている。しかし、こ
れらのアート NPOの経営基盤は脆弱であるのが現状であり、団体目的の遂行だけでなく、団体
それ自体の存続が困難になっている。 
そのような状況を改善するために、2011 年 6 月に「特定非営利活動促進法」（NPO 法）が改
正された。今回の改正によって、租税優遇措置が受けられる認定 NPO 法人の基準が「3000 円
以上の寄付を 100人以上から集める」ことに緩和された。アート NPO が自立するためには、認
定 NPO 法人となるのは望ましく、そのためにも、組織のミッションを理解してもらい、寄付を
促す必要がある。 
アート NPO には支援が必要であるが、市民や企業、行政といった潜在的支援者は、アート
                                                   
1 伊藤裕夫（2009）pp229 
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NPO のことを十分に認識していない状況にある（吉澤・櫻田 2008、櫻田・吉澤・渡邊 2007、
吉澤 2007、徳永 2006）。これは、アート NPO が抱える課題のひとつである。ここで取り上げ
るアート NPO とは、趣味、習い事、プロやアマチュアの芸術表現といった活動ではなく、公共
的に意義のある活動を行っている団体を指す。しかし一般的に、芸術文化活動は“楽しみの一つ”
という印象が強い。そのため、活動が公共的なものであっても芸術文化活動を支援するという認
識がされておらず、福祉や教育といった分野に比べて、芸術文化は支援が十分に受けられないの
である。よって、支援を得るためには、アート NPOが自らの組織ミッションをアピールし、活
動を継続させるのが前提となる。 
ところが、アート NPO の現状では組織ミッション広報まで手を回すことが出来ず、事業ごと
のイベント広報を行うのみにとどまっている。しかしそれだけでは、事業を行う際には人が集ま
るが、事業を行っていないときには収入がなく、自転車操業的な経営からは脱却することは不可
能である。短期的な事業広報だけでなく、長期的な組織ミッション広報が求められる。よって、
既存のアート NPOの経営が安定し、さらにその活動を拡充するためのひとつの手段として、ア
ートNPOの代わりに長期的な組織ミッションの広報支援が求められる。したがって本論文では、
アート NPOの組織ミッション広報支援の在り方を明らかにする。 
第一章では、アート NPOの現状と課題を先行研究から整理し、第二章では NPO における組
織ミッション広報の意義と組織ミッション広報支援策の事例をまとめる。第三章では、アート
NPO への組織ミッション広報の現状と欲している支援をインタビュー調査によって明らかにす
る。第四章では、支援を行いうると想定される供給組織へ、それらの支援の課題点をインタビュ
ー調査で聞き、支援を実現するための方策を検討する。 
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第一章 アート NPO の現状と課題 
 
第一節 NPO の定義と日本の社会における NPO セクターの台頭 
現在、日本において認証を受けたNPO法人の数は、2012年 4月現在で 46553団体2にも及ぶ。
NPO 法人数は年々増え続け、二十年前とは比較できないほど、法人数もその活動分野の裾野も
広がっている。NPO とは Non-profit Organization の略であり、非営利組織と訳す。NPOの定
義は諸説あるが、本論文では、もっとも広く普及している定義の 1 つである L.サラモンの「定
義的特徴」を適用する。 
L.サラモンは、以下の 6点を満たすものを NPO と定義している。①公式に設立されたもの②
民間③利益配分をしない④自主管理⑤有志によるもの⑥公益のためのものである。本論文では、
この定義に従って分析を進めることとする。 
日本において NPO への関心が高まった背景には、1995 年 1 月に起きた阪神・淡路大震災が
ある。災害によって麻痺した行政に代わって迅速な対応を行ったのが、ボランティアや NPOと
呼ばれる民間非営利団体の活動であった。彼らの活動は新聞やテレビで報道され、一躍ボランテ
ィアや NPO が社会的に広く認知されるようになった。そして、これを受け、災害支援の NPO
だけでなく、日常的に地域で活動をしていた NPO への関心も高まることとなった。 
前述したとおり、阪神・淡路大震災が契機となって、NPO の活動が活発になったが、これら
の団体を後押しするような法整備はされていなかった。営利を目的としない団体が法人格を持つ
場合は、社団法人や財団法人などといった公益法人になる必要があるが、それらの設立要件は厳
しく、多くの団体が法人格のない任意団体のままでいたり、営利を目的としていないにも関わら
ず、株式会社を設立したりした。法人格がないことのデメリットとしては、銀行口座や不動産所
有の名義を団体の名前に出来ないことや、寄付金控除も受けられないということだけでなく、社
会的な信用度も低いということが挙げられる。 
こうした団体に対して法人格を与える必要性が訴えられるようになり、1998年 3月に「特定
非営利活動促進法」（通称 NPO 法）が国会で成立した。NPO 法の目的は、市民による非営利活
動団体に法人格を与え、市民活動を促進することである。こうして、法人格を取得するための設
立要件が緩和されたのである。 
                                                   
2 2012.10.31現在「内閣府 NPO ホームページ 特定非営利活動促進法に基づく 
申請受理数および認証数、不認証数等」https://www.npo-homepage.go.jp/data/pref.html （最
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そして、NPO 法が制定されてから十年が経ち、2010年には NPO 法人数が 4万を超えた。ま
た近年では、NPO が公共サービスの一端を担うなど、NPO の活躍の場はますます広がっている。
行政が対応できない多様性と柔軟性を持った NPO の活動は、公共サービスを担うセクターの一
つとして注目されているのである。また、行政、企業、NPO といった他セクター同士が協働し
て、地域の今課題解決への取り組みを行う「新しい公共」という考え方も広まっている。このよ
うに NPO への期待が増す一方、NPO の経営基盤は脆弱であり、自立どころか継続していくの
も難しい状況にある。 
そのような状況の中、NPOの環境を改善するために、2011年 6月に「特定非営利活動促進法」
が改正された。主な変更点は、認定 NPO 法人となるための基準を緩和することである。NPO
の経営基盤を確立するための環境整備が行われ、NPO の自立がますます求められるようになっ
ているのである。 
 
第二節 アート NPO の特徴 
 NPO 全体を取り巻く状況は、以上のように変化してきた（第一章第一節）。こういった状況は、
文化の分野においても同様のことが言える。1960～70年代にかけて、行政は文化施設を建設し
ていった。それまで、市民が文化活動を行ったり、演劇やオーケストラの公演を見たりする場が
なかった状況を考えると、これらインフラの整備はある一定の成果を上げた。しかし、行政には、
文化施設の運営に対する専門的なノウハウがなかった。よって、これらの施設は、ハード重視ソ
フト軽視の「箱もの」と批判された。また、人々の意識が「物の豊かさ」から「心の豊かさ」へ
変化し、人々の好みやニーズはさらに細分化された。企業においても、それまでの企業イメージ
を PRする派手なイベントではなく、メセナという概念が登場する。こうした状況から、文化振
興を専ら行政だけが狙うという従来のやり方は限界に達した。そのような環境の変化において、
芸術文化分野の NPO の中に、従来とは異なる活動を行う団体が登場してきた。 
日本の芸術文化団体は、オーケストラや劇団のように芸術作品をつくって公演を目的としてい
る創造団体、公共文化施設を運営する団体、同業者が組織する協会、芸術享受者が組織する鑑賞
団体や後援団体などが存在している。 
さらに近年では、助成財団や文化財団など団体を支援する財団や「アート NPO」と呼ばれる
新しいタイプの市民型団体3も登場している。芸術文化団体は、その団体数の増加だけでなく、
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活動領域も広がっているのである。吉本光宏は、こうしたアート NPO を「芸術サービス型」に
分類し、これらのタイプの特徴を社会的な問題意識に基づいて、市民が主体となって芸術文化の
振興や普及に取り組もうというものであると指摘している（吉本 2003）。 
そこで、これら新たに芽生えてきたアート NPO の事例を文献やインターネット上の情報をも
とに収集し、活動目的別に分類を行ったところ、以下の 6つに分類することができた。（添付資
料 1「アート NPO 分類表」）アート NPO の収集先は、アート NPO リンクの 2008 年のアート
NPO のデータベース、アサヒ・アートフェスティバルのネットワーク、日本財団のデータベー
ス canpan、こども夢基金の助成先のリンクである。分類は、以下の通りである。①ある特定の
拠点があり、そこで市民を対象とした展覧会やワークショップを行う団体②場所に限定されず、
市民を対象とした展覧会やワークショップを行う団体③子供を対象にしたワークショップを行
う団体④芸術団体を支援する団体⑤アーティストを支援する団体⑥アートイベントを行う団体
である。 
これら 6 つのタイプの活動を具体的に見ていく。①は、劇場などの施設を運営しつつ、地域
活性や市民と芸術を関わらせるプロジェクトを行う団体。②は、アーティストを福祉施設などに
派遣して、普段芸術と触れ合う機会をもたない人に芸術と出会う場をつくる活動を行っている団
体。③は、こどもを対象にしたアートのワークショップを企画・実施している団体。④は、アー
ト NPO 同士のネットワークづくりや政策提言をする活動を行っている団体。⑤は、アーティス
トの制作や発表活動やアーティストのヘルスケアへの支援を行っている団体。⑥は、コミュニテ
ィの活性化を目的に、アートプロジェクトを行う団体である。伊藤は、こうした事業を行うアー
ト NPO の特徴を、従来芸術には縁遠かった人々（文化的マイノリティ―子ども、高齢者、障碍
者など）を含めた幅広い市民と芸術との出会いを、「観る」、「する」だけでなくもっと多様な形
で行おうとしている（伊藤 2009）と指摘している。 
市民型団体のアート NPOとは、自己実現のための表現活動や芸術文化を楽しむ互助的な団体
ではない。また、従来の芸術文化団体や行政が行ってきた展覧会や舞台などの芸術鑑賞型の活動
とも異なり、「享受者サイド（より正確にはニーズを持った人びと）に立って、芸術と社会をつ
なぐ活動」4に取り組んでいる公益重視の活動を行う団体である。例えば、地域の市民とアーテ
ィストがいっしょに作品をつくるワークショップを行ったり、学校や福祉施設にアーティストを
派遣したりする活動などである。こうした活動は、市民が芸術を享受する機会の拡大に貢献する
とともに、地域の独自性を形成する役割の一端を担っている 。 
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第三節 アート NPO の課題 
アート NPOリンクでは、2006年度に、全国で芸術文化にかかわる活動をしている NPO 法人
を対象に、個々の NPO 法人の活動実態調査を実施している。法人収入、スタッフ数、会員数を
NPO 法人全体5と比較することで、アート NPO の課題を明らかにしている。 
この調査によると、法人の収入は、半数近くが 500万円未満である。これは NPO 全体の傾向
と同じだが、平均値を見ると 1047万円（中央値 381万円）と NPO法人全体の平均値である 2147
万円の半分にも満たない。 
スタッフ数は、給与の有無にかかわらず常勤・非常勤の職員は 5 人未満の団体が 6 割近くあ
り、これは NPO法人全体の 5割弱に比べて多い。しかし、職員がいない団体は 8％弱で、NPO
法人全体の 2割弱より少ない。 
社員（会員）数は、30人未満の小規模な団体が 43％を占めるが、これは NPO法人全体の 47％
よりやや少ない値である。一方で、100人以上の比較的大きな団体は 18％以上ある。NPO 法人
全体は 7％であるため、アート NPO は 100人以上の会員がいる団体が多いことが伺える。 
また、アート NPOリンクは 2007年度に「アート NPO と文化政策に関するアンケート調査」
も行っており、この調査では、認定 NPO 法人への申請の意向を調査している。 
「認定 NPO 法人申請への具体的な取り組みを行っている」、または「検討中である」という
割合は、アート NPO 全体の 30％程度に止まった。最も多い回答は、「認定申請はあまり考えて
いない」であった。消極的な理由は、「認定の要件を満たしていない」、「申請手続きにかかる作
業量に不安がある」等が挙げられている。アート NPO は、単年度ごとの事業や助成金申請など
に追われて、認定 NPO 法人への申請といった経営基盤の改善を行うまでの余裕がないことが分
かる。 
調査から、アート NPO は、他分野の NPO と比較してもその財政規模が NPO 全体の平均を
下回っている。そのため、常勤・非常勤に関係なくスタッフが少ないことが明らかにされた。よ
って、日々の事業をこなすことに追われて、経営基盤を改善することまで手が回らない。しかし、
会員は比較的多く、アート NPO は、無償のボランティアによって活動が支えられていることが
伺える。 
続いて、アート NPO が抱える課題を整理する。 
                                                   
5 内閣府（2005）『NPO（民間非営利組織）に関する世論調査』 
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アートNPOが抱える課題の一つに、芸術文化の社会的意義に関する認識不足が挙げられる（吉
澤・櫻田 2008、櫻田・吉澤・渡邊 2007、吉澤 2007、徳永 2006）。つまり、社会的意義のある
活動を行っているにもかかわらず、その活動の公共性が認めてもらえないということである。支
援側である行政や企業も、アート NPOに関する専門知識や理解が十分あるとは言えない。その
ため、地域におけるアート NPO の活動状況やアート NPO が地域問題を解決することの効果に
ついてのアピールがあると支援しやすい（野田 2010、古賀 2006）という指摘がされている。 
芸術文化活動の印象は“楽しみの一つ”という色合いが濃く、活動が公共的なものであっても
それらを支援するという意識は低い。その結果、福祉や教育といった分野に比べて、芸術文化は
個人や企業、行政からの支援が受けにくくなる場合が多い。そのため、アート NPO からの芸術
文化の公共的意義についてのアピールが必要となる。よって、NPO自身が自らの活動を PRし、
自らの力でその活動を継続していくことが期待される。 
しかし現状において、経営基盤が脆弱であるアート NPO は団体の組織ミッション広報を行う
ことが難しく、事業広報のみに留まってしまう。イベントなどのその時限りの事業広報だけでは、
長期的な団体維持の支援は見込まれず、自転車操業的な経営からは脱却できない。既存のアート
NPO の経営が安定し、さらにその活動を拡充するためには、アート NPO の代わりに、組織ミ
ッションを広報する支援が望まれる。 
本論文では、アート NPOの組織ミッション広報の現状と望ましい支援の内容を調査し、支援
を実現するにあたっての方策を検討する。 
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第二章 広報活動の意義と支援策 
 
第一節 NPO における広報活動の意義 
NPO の組織的な特徴は、多様性に富んでいること、理念を持っていること、ステークホルダ
ーが多いということの 3つである。 
多様性に富んでいるという特徴は、NPO の活動分野や内容がさまざまであるということだけ
でない。団体の規模、法人の種類、収入構造、などの点においても同様のことが言える。NPO
の規模は、第一章の第二節でアート NPO の収入を示したように、小さな団体が多い。しかし、
他方では大きい規模の団体も少数ながらも存在している。また、収入構造においても、収入源が
会費や寄付金であったり、行政からの委託費であったりするなど、団体によってさまざまな違い
がある。 
次の特徴は、NPO は団体の理念、つまり組織ミッションを持っているということである。民
間組織が常に利益を追求しているのに対して、NPO は組織ミッションを遂行することでその団
体の存在価値を見出している。よって、利益にならないことであっても、それが組織ミッション
であるならば、NPO は組織ミッションに従った事業を行うのである。 
最後の特徴は、ステークホルダーが多いということである。サービスの受益者、他の NPO 団
体、活動地域の住民や企業、資源提供者である個人や行政や企業といった多くの利害関係者が存
在している。これら、多くの関係者とのつながりを調整しつつ、NPO は活動をする必要がある。
いずれかひとつだけの関係を重視すると、その組織に対して損になる活動をすることが出来ず、
NPO の強みである柔軟な活動が出来なくなってしまう。 
このようなことが起きる理由は、NPO は、営利組織と異なり「2 つの顧客」をもつからであ
る（Drucker1993）。営利組織は、サービスの受益者と資源提供者が一致するが、NPO の場合
はサービスの受益者が必ずしも資源提供者とは限らない。第 1 の顧客はサービスの受益者であ
り、第 2 の顧客は資源提供者である。民間組織は、サービスの供給がサービス需要者に対して
なされるため、その対価はサービスの需要者が 100%支払うことになる。一方、NPO によるサ
ービスの供給は、サービスの需要者ではなく、必要者に対してされるため、サービスの受益者が
その対価を 100％支払うことはない。よって、NPO がサービスを供給するためには、政府から
の助成金や個人や企業からの寄付金によって、費用を補う必要がある。 
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『平成20年度市民活動団体等基本調査報告書』6によると、NPOの収入内訳は、事業収入55.2%、
補助金 28.2％、寄付金 5.9％、寄付金 5.7％となっている。つまり、NPO は、資金源の約 4 割
を組織外部から調達していることが分かる。NPO は、サービスを賄うために要する資源を自己
収入だけで調達することはできないため、それらを組織外部から求める必要がある。したがって、
NPO はサービスの社会的意義を社会に訴え、社会からの支援を呼び起こさない限り、その事業
は経済的にも社会的にも成り立たない（河島 1996）のである。 
以上のように、NPO は団体の組織ミッションを達成し、活動を継続するために、サービスの
受益者だけではなく、資源の提供者を獲得する必要がある。そのため、NPO は自身の組織ミッ
ションや活動を理解してもらい、支援を獲得するための広報活動が必要である。これが、NPO
における広報活動の意義である。また、一章第三節でも指摘したが、アート NPO は他の分野よ
りも支援者からの社会的意義の認識が低く、資源が獲得しにくい。したがって、組織ミッション
と活動を理解し、支援してもらうための広報活動は、他の分野よりも重要となってくるのである。 
 
第二節 NPO における広報活動の現状と課題 
NPO における広報活動に関する先行研究は、アンケート調査から NPO の広報の現状と課題
を明らかにしたもの、NPO 法人を取得した団体に対する広報の現状と課題を明らかにしたもの、
広報の手法を書いたものがある。しかし、アンケート調査は調査された年から 10年以上も経っ
ており、調査地域も東京都内の非営利活動団体に限定されている。また、アート NPO の広報活
動に特化したものはないなど、NPO広報活動に関しての調査、研究は少ない状況である。 
それら先行研究のひとつに、田中敬文ほか（1998）『非営利組織（NPO）のマーケティングと
広告』がある。これは、東京都内の非営利活動団体に対して行ったアンケート調査結果から、
NPO の広報活動の現状と課題を明らかにしている。 
その調査によると、会員制の有り無しで回答が異なっているが、広報手段は、「機関紙やニュ
ーズレターの発行」が全体の 70％以上を占めている。また、会員制度をもつ団体は、機関紙や
活動記録集などを発行しているという回答が多く、会員制度を持っていない団体は、不特定多数
の人たちにＰＲできる有料広告やチラシを広報手段にしているといった回答が多かった。 
こうした広報手段を行う際の課題は、「資金と人手の不足」、「機関誌発送のための郵送料の高
さ」、「会員や不特定多数向けのコミュニケーションの限界」や「資源の無駄」、といった事が挙
                                                   
6 内閣府国民生活局（2009）『平成 20年度市民活動団体等基本調査報告書』 
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げられていた。 
続いて『平成 20 年度市民活動団体等基本調査報告書』7を概観してみる。この調査の「第 6
章情報公開」によると、活動成果等の PRを実施している手段は「行政の行事に参加し、活動を
紹介している」が 36.9％を占めており、その次に「独自の機関紙やニューズレターを発行して
いる」22.7％、「インターネットでホームページを開設している」22.3％と回答が続く。 
同調査の「第 7 章外部支援」では、行政からの支援は、全団体の 7 割以上が必要だと回答し
ている。行政から必要な支援の概要は、活動資金の補助や場の確保・整備に続いて、「市民や企
業等に、活動を周知させるための広報活動」の割合が高くなっている。 
また、「第 3章の組織運営」の会員（ここでの会員とは主に活動を担う者を指す）の募集につ
いては、「困難である」と回答した団体が全体の 7 割以上を占めていた。その理由は、「活動内
容の理解が進んでいないから」が 50.4%、「身近に募集対象となる人が少ないから」が 38.7％、
「有効な募集方法を知らないから」が 15.5％、「募集に費用が掛かるから」が 6.4％であった。 
以上 2 つの調査を比較すると、広報手段が、団体内部でつくられる機関紙から外部組織（行
政）が行う行事への参加に変化していることが伺える。また、平成 9 年度の調査では少数であ
ったインターネットの利用も、現在では主要な広報ツールとなっていることがわかる。パソコン
の普及率が上がったことに加えて、低コストで多数の人たちとのコミュニケーションが可能にな
るという点において、インターネットが使われていると見られる。 
会員や不特定多数向けのコミュニケーションの限界や会員の募集の困難さを感じている団体
は、いずれの調査でも多かった。その理由には、資金や人手の不足、会員や非会員を募集する方
法がわからない、といった資源不足や知識不足のほかにも、活動内容の周知が不十分であるとい
った回答が挙げられている。そういった問題を認識し、外部組織にそれらを周知する広報活動の
支援を行って欲しいという意見が出ている。もちろん、自身の団体の活動を認知させるための広
報を行うことは前提であるが、NPOの広報をより効果的なものにするためには、NPO 自身のコ
ミュニケーション能力の向上もさることながら、NPO の広報を支援するサポート組織の発展の
必要である（田中 1998）ことが、この調査において指摘されている。 
 
第三節 広報支援策の事例 
前節から、NPOの広報がより効果的なものとなるには、NPO の広報活動を支援する組織が求
                                                   
7 内閣府国民生活局（2009）『平成 20年度市民活動団体等基本調査報告書』 
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められるということが分かった。この節では、具体的にどのような広報支援策があるのかを挙げ
ていく。 
わが国には、アート NPOリンクや JCDN といったアート NPOに対して中間支援を行ってい
る先進的な組織が存在している。しかし、こうした機能を果たせる組織が全国の各地域に普及す
るのにはまだ時間がかかるものと考えられる。このように、アート NPOに対する広報支援の例
は限られていることから、ここでは、他分野における事例を参考にし、アート NPO への応用を
検討する。参考とする広報支援策の事例は、全国の商工会、農協、文化協会から収集した。なぜ
なら、これらの団体は規模の小さな零細な会員のためにさまざまな支援を各地域で行っているか
らである。 
収集した広報支援策を広報媒体別に、誰に対して、何のために、どのようなことをするのかと
いう点に注目して、整理した結果が以下のとおりである。 
①顕彰 
会員や芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）、サービス享受者に対して、アート NPO の活
動に対する社会の理解を高めるために、公共的意義のある活動を行っているアート NPO や個人
を表彰する。 
②文化講座 
芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）やサービス享受者に対して、アート NPO や芸術文
化についての課題や考え方を知ってもらうために、芸術文化を取り巻く諸問題をテーマに取り上
げたセミナーやシンポジウムを開催する。 
③オンラインでの情報発信 
芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）に対して、団体の存在意義と活動を PRするために、
ウェブサイトでアート NPO の紹介やイベントの告知、芸術文化を取り巻く最新の情報を発信す
る。 
④HPデータベース 
芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）に対して、団体の存在意義と活動を PRするために、
HP上でアート NPO の団体情報や活動実績を公開する。 
⑤交流 活動報告会、会議討論 
地域の他の団体や支援者（行政、企業、個人）に対して、自分たちの活動への理解・共感を得
るため、団体の活動報告を行う。 
⑥広報誌 
 14 
会員、サービス利用者に対して、自分たちの活動への理解・共感を得るため、アート NPO の
団体情報や活動実績を盛り込んだ広報誌を発行する。 
⑦放送 
芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）や地域住民に対して、自分たちの活動への理解・共
感を得るため、個々のアート NPO の団体や活動紹介、芸術文化に関する情報を発信する。 
⑧イベント 
芸術に関心のある市民（潜在的な支援者）や地域住民、利用者、会員、支援者（行政、企業、
個人）に対して、自分たちの活動への理解・共感を得るため、個々のアート NPO のブースをつ
くり、そこで団体の活動を紹介する。 
以上、8つの広報支援策を表にまとめた。（添付資料 2「想定される支援メニュー」）この表は、
アート NPOに対して、欲している組織ミッション広報支援を聞き出す際の選択肢とする。 
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第三章 アート NPO の支援ニーズに関する調査 
 
第一節 調査の概要 
本調査の目的は、アート NPO の組織ミッション広報の現状と組織ミッションを広く発信する
ためにどのような支援を欲しているのかをインタビュー調査によって明らかにすることである。
調査の概要は以下に記す。 
≪調査対象≫ 
アート NPO リンクの 2008 年のアート NPO のデータベース、アサヒ・アートフェスティバ
ルのネットワーク、日本財団のデータベース canpan、こども夢基金の助成先のリンクからアー
ト NPO の情報を収集し、活動目的別に分類を行った。分類は、以下の 6つに整理することがで
きた。①ある特定の拠点があり、そこで市民を対象とした展覧会やワークショップを行う団体②
場所に限定されず、市民を対象とした展覧会やワークショップを行う団体③子どもを対象にした
ワークショップを行う団体④芸術団体を支援する団体⑤アーティストを支援する団体⑥アート
イベントを行う団体である。（添付資料 1「アート NPO 分類表」） 
全てのアート NPOを対象に調査を行うことは困難であるため、本研究では、子どもを対象に
したワークショップを行うアート NPOを取り上げることにした。その理由は、これらのアート
NPO が全国にあり、調査結果を体系的に捉えることができると考えたからである。そして、NPO
法人と任意団体とで結果が異なる可能性があるため、調査対象は、一方に偏らないように半数ず
つとした。また、組織ミッション広報の支援の必要がないと思われる、団体規模が大きい団体は
調査対象外とした。 
以上から、こどもを対象にワークショップをおこなっている以下の NPO 法人 10 団体と任意
団体 10団体を調査対象とする。詳細な団体名等は、表 1「調査対象」に記す。 
≪調査実施団体≫ 
NPO 法人 5団体 任意団体 7団体 計 12団体 
（表 1「調査対象」において、下線のある団体） 
≪調査実施期間≫ 
2012年 7月～9月 
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≪調査方法≫ 
電話又は訪問によるインタビュー調査 
≪調査項目≫ 
調査目的を達成するため、まず調査項目を大きく 3 つに分けた。①団体の基本資料、②組織
ミッション広報の現状把握、③組織ミッション広報支援のニーズ把握である。それぞれの調査内
容を細かく見ていく。 
 
①団体の概要 
はじめに、事前調査として、団体の基礎情報と活動概要、協働実績をインターネット上の情報
をもとに収集する。団体の基礎情報とは、設立年、活動地域、スタッフ数（有給・無給）、ボラ
ンティア数、会員の有無などを指し、活動概要とは、組織ミッション、活動内容、今後の活動の
ビジョンなどである。協働実績は、行政、企業、他の NPO との協働実績のほかに、子どもを対
象にしたワークショップを行っているということを踏まえて、学校との協働実績を調べる。以上
の項目が事前に調査することであるが、これらの情報を確認、補うためにインタビューでもこれ
らの内容を尋ねた。 
以降の質問は、直接インタビューで伺う内容である。 
まず、個人や民間企業からの寄付金などの獲得の有無である。寄付金を獲得している場合は、
どういった活動に力を入れているか、していない場合は、その要因を尋ねた。次に、任意団体に
対して、NPO 法人格取得への意向とその理由、NPO 法人には、法人格を取得した理由を伺う。 
 
②組織ミッション広報の現状把握 
ここでは、組織ミッション広報の現状把握を行うために、どのような組織ミッション広報を行
っていのかを尋ねる。具体的な事例とそれらを行うきっかけ、さらに大変だと思う事を伺い、行
っていない場合は、その理由を聞く。次に、組織ミッション広報支援を行う外部組織の必要性を
尋ね、その理由を聞く。 
 
③組織ミッション広報の支援ニーズ把握 
ここでは、組織ミッション広報の支援ニーズの把握を行う。2章第 3節でまとめた支援策の選
択肢を用いて、組織ミッション広報を行う上で、ほしいと思う支援とその理由を聞く。また、組
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織ミッション広報支援を受けたことがあるか、ある場合はその支援者と支援内容、そしてその支
援を必要だと感じた点を聞く。 
以上のインタビュー調査項目は、論文末に添付する。（添付資料 3「アート NPO に対するイ
ンタビュー調査項目」） 
 
第二節 調査結果の概要 
第一項 団体組織の概要 
（1）法人の種類 
本調査の対象団体は、種類が NPO 法人 5団体、任意団体 7団体であった。これらの団体に対
し、NPO 法人格を取得している団体には、その取得理由を聞き、任意団体には、NPO法人格取
得の意向の有無を聞いた。 
すでに NPO法人となっている団体が法人格を取得した理由は、活動の公共性、社会的意義を理
解してもらうためという意見が 3 団体からあった。そのほかには、法人格を持っているほうが
助成金をもらいやすい、企業と契約をしやすい、という意見もあった。これらの意見は、直接活
動の公共性を理解してもらいやすい、というものではない。しかし、助成金を得やすいことや企
業と契約をしやすいということは、活動の公共性や団体活動の透明性が認められているというこ
とである。つまり、いずれの団体も、活動の公共性を認知してほしいと考えていることが分かる。 
次に、任意団体の NPO 法人格取得の意向についてである。多くの団体が NPO法人格取得に対
しては消極的であった。その理由は、NPO 法人格取得のための事務作業に割けるだけの人手や
ノウハウ、時間の余裕はなく、事業を行っていくので手いっぱいであるからである。その一方で、
法人格を取得すると、活動の公共性を理解されるのではないかと考えている団体もあった。 
以上から、NPO 法人や NPO 法人格取得の意向がある任意団体は、活動の公共性や社会的意義
を理解してほしいという考えをもっているということがわかった。しかし、多くの任意団体は、
事務作業の多さから NPO法人格を取得する、つまり経営基盤を確立するための時間や人材をも
っていないという現状にある。 
 
（2）スタッフ人材と経営状態 
スタッフは、15 名程度が活動に関わっているという団体も存在したが、1 名以上 6 名以下と
答えた団体が最も多かった。そしてそのほとんどが無報酬であり、本職のかたわらに団体運営の
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スタッフを掛け持ちしている人がほとんどであった。 
また、本職は、広告や HPデザイン関連であるスタッフが多かった。そのため、団体 HPや団
体資料が見やすく目を引くものとなっている団体が多い。このような専門スタッフがいる場合、
HPやチラシ等の作成に関して、外部に依頼する手間や費用がかからないといった利点がある。 
そのほかには、他の NPOと兼務しているというスタッフもいた。設立から間もない任意団体で
あっても、これらのスタッフがいる場合、非営利活動団体に関する運営ノウハウがあるため安定
した運営が行われていることが分かった。 
また、母団体が一般企業であり、団体の運営をその社員が行っている例もみられた。このよう
な場合、スタッフには団体運営に関する知識が備わっているため、その団体は安定した運営が行
われていた。 
以上をまとめると以下のような点が指摘できる。どの団体も数名のスタッフが無報酬で団体の
運営に携わっている。しかし、スタッフ数が少なくても、広告や HPデザイン、ライター、NPO
団体職員を本職としている等、専門性を持ったスタッフがいると安定した団体の運営が行われて
いた。しかし一方で、このような専門的人材が不足している団体では、ウェブサイトの作成や団
体運営に関する知識が不足しているため、団体の運営において困難を感じている傾向がみられた。 
 
第二項 アート NPO における組織ミッション広報の現状 
（1）組織ミッションを広報することに対する意識 
調査の結果、どの団体も組織ミッション広報を行うことの重要性を理解していることがわかっ
た。しかし、人手や資金不足のため、実際には、これらの広報活動は後回しにされてしまう傾向
にある。 
 
（2）広報手段 
組織ミッション広報を行う上で、現在行っている手段について伺った。 
・活動を通した広報 
活動を行うことが、自らの団体の組織ミッションを広報していることにつながっていると回答
した団体が 4 団体あった。その理由は、組織ミッションは抽象的な表現となってしまっている
ため、これらを広報するだけでは理解してもらうのは難しい。実際に活動を体験してもらうと、
自分達の団体がどのようなことをやっているか分かってもらいやすいからである。 
作品物といった形であれば成果が目に見えるが、「感性を育てる」などは、目に見えない。つ
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まり、芸術分野の活動は、明確な成果が現れにくいのである。そのため、組織ミッションも具体
的ではない、抽象的な表現になりやすくなってしまう。 
また、設立まもない団体は、地域での認知度もまだ低いため、まずは認知度を上げるために活
動をさまざまな場所で行うことが重要となる。活動を行う機会は、団体の組織ミッションを知っ
てもらうことと、団体の認知度を上げるために重要なのである。 
 
・代表者による直接訪問 
活動を行うことによって、地域での団体の認知度を上げることを上記で述べたが、団体の代表
やスタッフが地域のさまざまな活動に参加するということも重要な広報手段となっている。 
課題が生じた際、それを個団体だけで解決しようとするのは困難である。また、単独での実施
が困難な事業もある。そうした際、同地域内や同分野の団体とのつながりが重要になる。そうし
たつながりを構築するために、団体の代表やスタッフが分野ごとや地域のさまざまな活動に参加
し、自らの団体の広報を行うのである。 
 
・インターネット 
全ての団体が facebook、ウェブサイト、ブログ、twitterといったインターネットツールを用
いて団体の活動を広報している。インターネットツールは、低コストで多くの人たちとコミュニ
ケーションをとることが可能であるため、これらを用いて参加者や支援者に対し、団体理念や活
動報告、事業スケジュール、寄付についての情報を提供している。 
低コストで活動場所に限らず、広く多くの人に対して広報が可能であるため、インターネット
がつながっている環境を持つ多くの団体がこうしたツールを利用しているが、ウェブサイトを制
作したり文章を書くノウハウが必要となる。よって、ウェブサイト作成やライターといった専門
家がいない団体では、これらのノウハウが不足しているため、どのようにしてウェブサイトをつ
くって団体の広報をしていいかについて悩む場合がある。 
 
・冊子 
団体理念が定まり、活動実績がある程度積まれた団体が制作している。この媒体を用いる理由
は、参加者や支援者、他の団体に配布し、団体理念やこれまでの活動を知ってもらうためである。
こうした事業外の紙媒体を制作するための助成金支援は、多くあるわけではないため、製作費用
は個人や団体からの持ちだしであることが多い。 
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・呼びかけ 
WS（活動）開始時に、参加者に対して団体理念を口頭で説明したり、団体理念が書かれた紙
を配布したりする。これらの呼びかけは、こどもを対象にした活動であるため、保護者に団体活
動の公共性や透明性を伝える目的がある。全ての団体が毎回行っているわけではなく、毎回はじ
めての場ではじめての参加者に対して活動を行う場合に行われることが多い。つまり、活動場所
が限定されていない、設立から間もない団体が行っている。 
 
・既存の広報支援 
既存の広報支援には、分野や自治体ごとにある市民活動団体をデータベース化しているウェブ
サイトなどがあり、これらを利用していると答えた団体もいくつかあった。こうしたデータベー
スは、団体が自らデータを入力する仕組みになっている。しかし、3-1-2（2）でみたように、人
手が少ない中で、データを入力するだけの余裕が団体にはない。データの更新をこまめに行わな
くては、こうしたサイトは飽きられてしまい、見にくる人も減ってしまう。見にくる人が少ない
と、更新する意欲も減る、という悪循環が起きてしまう。 
同時に、これらのページは市民活動に強く関心がある人が見る場となっており、さまざまな人
がみる機会にはなっていない。このページ自体が独立してしまっており、他の分野や他の地域の
市民活動団体のデータベースとはつながっていないことが多い。そのため、新たな参加者や支援
者を求めている団体にとっては、見る人が限られているためあまり効果を感じないという意見が
あった。 
また、2011年から 2年間、「新しい公共支援事業」が行われている。これは、内閣府が新しい
公共の担い手となる NPO等の自立的活動を後押しし、新しい公共の拡大と定着を図ることを目
的8として行われる事業である。この事業に、「NPO 等の活動基盤整備のための支援事業」、「寄
付支援募集支援事業」がある。これは、国のガイドラインに沿って各都道府県が提供する事業で
あり、NPO の基盤を確立するために講座や相談窓口を設け、最終的には専門家派遣などを通し
て団体のステップアップをねらう事業や NPOの紹介パンフレット制作、オープンスペースでの
パネル展示、インターネットを用いた寄付募集などの事業を行っている。NPO 支援に対して意
識的な一部の都道府県では、NPO 支援の内容も前者のような継続的で手厚い内容となっている。
                                                   
8 内閣府ホームページ「内閣府 新しい公共支援事業」 
http://www5.cao.go.jp/npc/unei/uneikaigi.html（最終閲覧日 2012.12.8） 
 21 
しかしその一方で、多くの地域では、後者のような単発の事業内容ばかりである。 
NPO 支援に対して希薄な地域で活動している団体に、この事業についての期待を尋ねたとこ
ろ、これらは、単発の事業であり、継続して団体の認知度を上げ、寄付を促すようなプログラム
構成はされていないため、この支援による期待はあまり見込めないという意見であった。また、
この他の団体は、この事業自体についてもあまり認知していなかった。 
既存の広報支援は数も少なく、団体が望んでいる支援もあまり無いというのが現状である。 
 
第三項 アート NPO の支援ニーズ 
（1）団体理念を広報するための制作費（パンフレット、映像等 媒体を問わない） 
設立からまもない団体やある程度、活動が継続している団体において、組織ミッション広報を
行うための制作費用の支援がほしいという意見が得られた。 
団体の組織ミッションや活動記録をまとめた冊子を制作する場合、個人や団体からの持ち出し
である場合が多い。そのため冊子数も限られてしまうと同時に、配布範囲も狭くなる。その結果、
活動に参加したことのある人やスタッフといった関係者のみへの配布で終わってしまう。それ以
外の、潜在的な活動支援者や参加者に配布するためには、制作費用の支援が欲せられる。制作費
用の支援があれば、冊数も増え、多くの人に配布することが出来る。また、広報の媒体は冊子の
他にも映像を作りたいという団体もあった。 
 
（2）団体の安全性や公共性の保証、学校や公共施設での団体広報 
設立してから間もない団体、特に任意団体がこれらの支援を欲していた。これらの団体は、ま
だ実績が浅く、学校や文化施設での団体の広報を行うことができない。または、学校や文化施設
での広報の仕方（例えば、どの施設の窓口に行ったら広報してもらえるのか等）も把握していな
い。よってこのような理由から、これらの団体は、学校や文化施設と団体を結ぶ仲介者、もしく
は団体の安全性や公共性を保証への支援を望んでいた。 
 
（3）不特定多数の人が目にする場での活動の機会 
設立からまもない団体は、多くの人たちに活動を知ってもらい、実績を積んでいくためにこれ
らの広報支援を望んでいる。他方、ある程度活動が継続している団体は、参加者や支援者が固定
され始めるため、新たな参加者や支援者を獲得するために、不特定多数の人が目にする場での広
報を望んでいた。具体的には、駅などのオープンスペースで団体紹介パネルを設置したりワーク
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ショップなど活動を行ったりすることや、ウェブサイト上で広く団体の活動を知らせたりするこ
とである。 
 
（4）地域の他団体や個人とのネットワーク構築のための場 
この支援は、主に、ある程度活動が継続している団体が望んでいた。組織ミッション広報の手
段（第二章第二節第二項（2））において、代表がさまざまな場に出向くことを挙げたように、
他団体や個人とのネットワークを構築することで、一団体では実現しない事業を協働で行ったり、
課題解決のための情報を獲得したりする。そのために、異業種や同活動を行っている団体や個人
とのネットワークをつくる場が望まれていた。 
 
（5）広報に関する専門家のノウハウ提供 
広報に関する専門家のノウハウ提供の支援は、ある程度活動が継続している団体が望んでいた。
こうした団体は、設立間もない団体と比較すると、ターゲットや活動目的、団体の独自性が明確
になってきている。そのため、広報に対する専門家のノウハウや人材が必要となる。団体に合わ
せた個別相談や広報ノウハウの講座開設が望まれていた。団体に合わせた個別相談というのは、
具体的に、企業と協働で活動を行いたいと考えている団体の場合、企業に自らの団体を知っても
らうには、どのような広報の仕方があるのかを知りたい、そのための相談を専門家にしたい、と
いったことである。 
 
（6）NPO 全体の認知度や透明性をねらう広報 
この支援は、設立から間もない NPO 法人と NPO 法人格を取得しており、継続的な事業を行
っている団体に見られた。設立から間もない NPO 法人は、事業依頼者における NPO 法人の認
識が不足しており、事業が行いにくいという面を持っている。そのため、事業依頼者向けの NPO
への理解を促進するパンフレットや口座の開設が望まれた。他方、継続的な事業をもち、活動も
地域に浸透している団体は、個団体の広報は行えている状況にあるため、NPO 全体の透明性を
上げる広報を望んでいた。 
以上、調査結果をまとめた表は、論文末に添付する。（添付資料 4「アート NPO に対するイ
ンタビュー調査結果」） 
 
第三節 調査結果の分析 
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調査結果の分析から、団体継続年数や人材、法人の種類、事業実績といった団体の発展段階に
応じて、必要としている支援に違いがみられることがわかった。ここでの発展段階とは、「実績
を積んでいる初期の段階」、「活動が地域に浸透しつつあり、活動を継続していく段階」、「活動が
地域に浸透し、継続的な事業がある段階」の 3つを指す。それをまとめたのが表 2「発展段階別
の支援ニーズ」である。 
まず、発展段階Ⅰ「実績を積んでいる初期の段階」では、任意団体と NPO 法人によって支援
ニーズが異なる点を指摘できる。 
設立間もない任意団体の場合、活動の社会的意義に関する認知度が低く、チラシの配布場所や
活動場所が限られる。活動を様々な場所で行うことで、地域市民や他団体とのネットワークを築
き、団体の認知度を上げることが可能になる。そのため、支援ニーズは、さまざまな人が集まる
場での活動、つまり活動機会が望まれる。また、資金も乏しいため、広報費用も必要になる。 
一方、NPO 法人は、NPO法人格を取得しているため活動の社会的意義は理解されている。し
かし、まだ実績がないため、地域での認知度を上げるための広報が必要である。活動場所がまだ
固定されていないため、web上などで広く活動趣旨をアピールすることを望んでいる。 
発展段階Ⅱ「活動が地域に浸透しつつあり、活動を継続していく段階」は、発展段階Ⅰと比較
して、ターゲットや活動目的、団体の独自性が明確になる。それに合わせて、専門家のノウハウ
や人手が必要となるため、専門家のノウハウを学ぶことが出来る個人相談や講座開催のニーズが
高かった。例えば、企業と協働して事業を行いたいと考えている団体は、どうやったら企業に自
身の団体を知ってもらえるのか、企業に組織ミッションを知ってもらうための広報のやり方を学
びたいと回答していた。また、この段階の団体は、活動が地域住民にある程度認知され始めるた
め、活動の参加者や支援者が固定され始める。よって、新たな参加者を増やすために、オープン
スペースなどで広く活動内容を広報したいという要望もあった。そして、この段階の団体は、行
政や他の団体からの依頼による継続的な事業を持っている場合が少なく、経営が依然安定しない。
したがって、広報費用に対する金銭的な支援も望んでいる。 
発展段階Ⅲ「活動が地域に浸透し、継続的な事業がある段階」は、段階Ⅱの団体と異なり、活
動が地域に浸透し、継続的な事業をもっている。活動が地域住民に浸透しているということもあ
るが、この段階にあたる団体は全て NPO 法人格を取得しているため、団体の活動における公共
性は認知されている。そのため、個々の団体の活動趣旨を広報は行えているので、視野が個団体
から NPO 全体へと向く。NPO の底上げを図るため、NPO の経営の透明性を高める広報や NPO
の社会的認知を向上させる広報へのニーズがあった。 
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第四章 支援を実現する上での課題と潜在的な可能性 
 
第一節 支援を実現する上での課題 
第一項 調査の概要 
第三章では、アート NPOに対して、欲している組織ミッション広報支援のニーズをインタビ
ュー調査で明らかにした。そして、その支援ニーズを団体の発展段階に応じて分類することがで
きた。本章では、アート NPO の支援ニーズが供給可能であると想定される組織において、組織
ミッション広報支援の現状と課題を伺い、支援を実現するための方策を明らかにする。調査の概
要は以下に記す。 
 
≪調査対象≫ 
支援ニーズに応える潜在的な支援者となりうると想定される、以下の対象にインタビュー調査
を行った。調査対象選定の理由は、これらの組織は、今回調査対象とした静岡県及び浜松市に限
らず、全国に存在しており、どのような地域においても、ある程度、現実可能な支援策を検討し
うるからである。また、商工会議所は、必ずしも民間非営利団体を対象とするサービスを提供す
る機関ではないが、アート NPO が求める支援ニーズと商工会議所が中小企業向けに行っている
支援には重なる点が多くあったため、調査対象に含めることとした。 
 
以下は、具体的なインタビュー調査先である。 
静岡県文化財団 
浜松市文化振興財団 
静岡県 くらし・環境部県民生活局 県民生活課 NPO 班 
浜松市商工会議所 
 
≪調査内容≫ 
調査内容は、2点ある。1点目は、NPO に対して行っている組織ミッション広報支援の現状、
2点目は、アート NPO が欲している支援を行うに当たっての課題を明らかにすることである。 
まず、支援組織のウェブサイトやパンフレットによる情報から事業内容を調べ、支援組織がア
ート NPO に対してどのような組織ミッション広報支援を行っているのかを事前にまとめた。そ
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して、インタビュー調査の際に、アート NPOに対して組織ミッション広報の支援事業を行って
いる場合は、その支援を行うきっかけと目的を伺う。行っていない場合は、その理由を尋ねた。 
次に、アート NPOが欲している支援を行うにあたっての課題を明らかにする。表 2「発展段
階別支援内容」でまとめたアート NPOの欲している支援のニーズを提示し、支援を行う側から
みた、これらの支援を行う上での課題を尋ねた。 
 
第二項 調査結果の概観 
（1）組織ミッション広報支援の現状 
はじめに、NPO に対して行っている組織ミッション広報支援の現状について伺った。すると、
「組織ミッション広報支援を行っていないわけではないが、その支援数や実施回数は少なく、ま
だ試行錯誤の段階である」という回答が 1 件と「支援は行っていない」という回答が 3 件得ら
れた。支援を行っていないという意見は、支援の必要性について認識していなかったことが要因
である。そのため、組織ミッション広報支援についての説明をした後では、支援に対しての理解
を得ることができた。 
これらふたつの意見からわかることは、支援者側において、組織ミッション広報支援の必要性
が十分に認識されていないということである。 
では、組織ミッション広報支援の必要性、つまり NPO の組織基盤を確立することへの広報を
どのように行っているのかについて、県の NPO 支援を行っている課の担当の方に伺った。県で
は、NPOや個人、企業に対し、NPOの組織基盤を確立することへの理解を促すような広報を行
っている。例えば、NPO には NPO 法人格を取得するための個別相談窓口を設けたり、個人や
企業には、NPO を紹介する冊子や取り組みやすい寄付の方法を導入したりしている。しかし、
文化財団などのアート NPO を支援する組織に対しては、NPO の組織基盤を確立することへの
広報は行っていなかった。 
また、支援主体間の連携もないため、支援者は自ら組織ミッション広報支援の重要性を認識し
なくてはならない状況である。そのため、支援者間における組織ミッション広報支援の認識にば
らつきが生じたままになっている。 
以上のように組織ミッション広報支援の認識の差はあるものの、組織ミッション広報支援の実
施の可能性はある。その理由は、数は多くないが支援が実際に行われていること、組織ミッショ
ン広報支援だと認識して行っていなくても、結果的に支援となっていること、組織ミッション広
報支援の必要性の理解がまだ十分でないが、必要性を訴えると理解を示してくれることが挙げら
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れる。 
しかし現状では、支援者もアート NPO同様に資金や人手不足であり、単独でこれらの支援を
行うことは難しい。 
 
（2）組織ミッション広報支援に対する課題 
・資金、人手の不足 
上記でも挙げたが、まず課題として挙げられたのは、資金や人手といった資源不足である。ど
の支援組織も潤沢な資源を保有しているわけではない。そのため、単独での支援事業の主催は困
難であるという回答を得た。しかし、組織ミッション広報支援を行おうと活動しているアート
NPO が存在した場合、そのアート NPO への協力は可能であると述べていた。つまり、支援組
織は単独の支援事業主催は難しいが、アート NPO や他の支援組織との協働事業であれば実現す
る可能性はある。 
 
・アート NPO の積極性 
前述したとおり、支援組織は、全ての団体に対してきめ細かな支援を行えるほどの豊富な資源
は持っていない。そのため、支援組織は、全ての団体に等しく支援を与えるのではなく、積極的
に活動をしている団体に対して助成金交付をおこなったり、協働で事業を行ったりしている。つ
まり支援組織は、全体の底上げよりも、やる気のある団体を育てていくというやり方をしている
のが現状である。 
したがって、受け身で支援を待っているようなアート NPO には支援を行うことはできないと
全ての支援組織が回答している。アート NPO は、支援を待つのではなく、自ら積極的に活動を
行わなくてはならない。受け身で支援を待つのではなく、自らの団体の課題を明らかにし、どう
すれば事業を行えるのか、団体を継続させるためには何が必要なのかを考え活動をする。そして、
不足している部分は、他の組織に働きかけるなどの積極的な活動が必要となる。 
アート NPO が欲している支援を実現するためには、支援組織側の課題だけでなく、アート
NPO 自身の活動も重要な点となってくる。 
 
・県、市レベル支援組織の役割 
県レベルの支援組織 
県は広域であるため、NPO の数も膨大となる。そのため、個々のアート NPO に対してきめ
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細やかな支援をすることは、資金的にも人手的にも不可能である。よって、それぞれの団体に対
して個別相談を行うというよりは、ある程度力をつけた団体と協働で事業を行うことや助成金を
支給するような支援が想定さる。また、実際そのような支援も行われている。 
 
市レベルの支援組織 
市は、県よりもアート NPO に対する個々の支援を行うことが可能になる。実際に現在でも、
こうした支援組織は、アート NPO へ助成金申請に対するアドバイスや相談を行っている。 
こうした窓口での個別相談は、自らの団体の課題を気づかせ、今後の団体の運営について考え
させる機会となっている。つまり、設立間もない小さな団体がステップアップしていくには重要
である。しかし、支援組織の事業実施経験から回答するため、専門的な相談となると回答は難し
くなる。 
商工会議所では、商工会議所の職員だけでなく会員が外部の専門家として商工会議所と連携し
ているため、さまざまな専門的な相談や支援が可能となっている。商工会議所のように外部人材
を用いた支援を行おうとした場合、NPO の専門家が豊富に存在していないことや支援組織と専
門家との連携がまだ十分でない等、専門家不足が問題となる。 
 
第二節 支援を実現する上での潜在的な可能性 
以上のインタビュー調査をもとに考察した結果、アート NPO の組織ミッション広報を充実さ
せるために求められる支援を実現するためには、以下 3 つの条件が整うことの必要性が導かれ
た。それは、①支援組織同士の連携、②支援組織の資源の確保、③アート NPOの積極性である。 
まず、①支援組織同士の連携である。 
今回の調査では、支援組織それぞれが単独でアート NPO の支援を行っていた。つまり、支援
組織同士の連携がほとんどなかったのである（図 1「現状のアート NPOと支援組織との関係」）。
これらの支援組織は、アート NPO（芸術文化を支える市民団体）を支援する事業を行っている
という点において共通している。しかし、静岡県の現状では、NPO 支援課と文化政策課との横
の連携、県と市との縦の連携がない状況となっている。 
その理由は、支援組織が他の支援組織を認識していないことや縦割りによる事業が要因となっ
ているからである。こうして、支援組織によって組織ミッション広報への認知の差ができたり、
情報も限定的になったりしているのである。情報が限定的になっているというのは、文化財団で
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行っている支援情報は、NPO 支援センターでは手に入れることができないということである。
アート NPOは、それぞれの支援組織を訪れて、それぞれの情報を入手しなくてはならない。こ
のような状況では、支援や情報提供を行っていても、それらを欲している団体に届かないという
ことが起こり得る。 
上記の結果は、静岡県及び浜松市における現状であるが、このような支援主体間の連携がとれ
ていない状況は全国各地に存在しているものと推察される。このような場合、自らの組織内だけ
に情報を留まらせているのではなく、他のさまざまな組織と情報を共有することが重要になる。
支援主体間の連携があり、支援者が他の組織のプログラムについて把握していれば、それらの案
内をすることができ、団体のステップアップにつながる可能性がある。また、他の支援組織の取
り組みが見えるようになれば、組織ミッション広報支援による理解も進むと考えられる。支援組
織同士の連携によって、情報の拡大と組織ミッション広報支援への理解を促進させることができ
る。支援組織は、情報や支援を受ける側（アート NPO）との関係だけでなく、他の組織同士の
連携を図ることが望まれる。（図 2「望まれるアート NPO と支援組織の関係、及び支援のあり
方」図の点線及び網掛け部分が、今後望まれる縦と横の連携である。） 
次に、②支援組織側の資源不足についてである。この課題は、すべての支援組織が言及してい
た。支援組織は、個々団体に資金や人材、場所、機材などを提供するが、その資源は、潤沢にあ
るわけではない。限りある資源の中で、すべてのアート NPO に対してきめ細やかな支援をする
ことは不可能である。よって、どの支援組織も単独での支援の主催に関しては消極的であった。
しかし一方で、協働事業であるならば実現の可能性はあるという意見があった。ある程度経営が
安定しており、支援組織との協働で事業を行える力を持っているアート NPO と支援組織との協
働であれば、支援の実現は大いにありうる。また、前述のとおり、支援組織との連携（図「望ま
れるアート NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」網掛け部分が望まれる支援組織同士の
連携である。）があれば、支援組織同士との協働においても支援の実現は可能である。 
最後は、③アート NPO の積極性である。支援組織の条件である①②が満たされたとしても、
それだけでは、支援は実現しない。②支援組織側の資源不足でも述べたように、支援組織がすべ
てのアート NPO に対してきめ細やかな支援を行うことはできない。限りある資源を有効に使う
ため、積極性のある団体をピックアップし、その団体をさらにレベルアップさせる支援を行って
いるのである。つまり、団体は、支援組織からの支援を当てにしてはいけない。自らの団体の課
題は何か、何が不足しているのか、どうしたら活動を行えるのか、といったことを考えなくては
ならない。アート NPO は、自らの力で団体を継続するために、積極的に活動を行うべきである。 
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但し、③については、すべてのアート NPO が積極的に支援者に対してアピールすることは困
難である。ある程度経営力がある団体ならば可能であるが、設立間もない団体や経営基盤が脆弱
な団体に対しては、以下の支援が望まれる。 
団体設立時は資源不足だけでなく、経営力、他団体地域住民とのネットワーク、NPO への知
識、活動の公共性における弱さなどが課題として挙げられる。また、そうした自らの団体の課題
事態を把握できていないこともある。これらの課題を団体に気付かせ、その課題に適切なアドバ
イスもしくはサポートが行えれば、地域における団体活動の公共性の認知や経営力の向上がされ、
団体の力をつけることができる。こうした個々団体に合わせた個別相談は、市レベルの支援組織
が（資金や人材などが揃えば、）対応可能である。そして、力をつけた団体が、県レベルの支援
組織に対して協働で事業を行うように働きかけることが可能になる。（図 2「望まれるアート
NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」下部。団体の発展段階において、支援の内容や支
援組織が変化する。） 
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終章 おわりに 
 
本論文では、アート NPOの組織ミッション広報の現状と望ましい支援の内容を調査し、それ
らの支援を実現するにあたっての課題と潜在的な可能性を明らかにすることを目的としてきた。
この目的を達成するために、以下の 3 つのステップによる調査を行った。ステップ①他分野の
広報支援策の事例を収集する、ステップ②アート NPO の組織ミッション広報の実態とどのよう
な支援を欲しているのかを明らかにする、ステップ③支援ニーズを実現するうえでの課題を整理
する、である。 
まずステップ①では、零細な会員に対して、さまざまな支援を各地域で行っている他分野の組
織から広報支援策を収集した。これらの広報支援策は、ステップ②のアート NPO が欲している
広報支援を聞き出す際、回答者にイメージしてもらうための選択肢とする。 
次のステップ②では、アート NPO に組織ミッション広報の現状と支援ニーズをインタビュー
調査によって明らかにし、支援ニーズを団体の発展段階別に分類することができた。設立間もな
い任意団体は、広報費用や活動を認知してもらうための活動機会。設立間もない NPO 法人は、
活動場所が定まっていないため、webなどで全国的に広報を行う機会や NPO 法人への理解を促
進する広報を望んでいた。活動が地域に浸透しつつあり、活動を継続していく段階の団体も、広
報費用や新たな参加者や支援者を開拓するための広報機会を欲していた。また、この段階の団体
は、設立間もない団体と比較すると、ターゲットや活動目的、団体の独自性が明確になってきて
いる。そのため、広報に対する専門家のノウハウや人材が必要となる。団体に合わせた個別相談
や広報ノウハウの講座開設を欲していた。活動が地域に浸透し、継続的な事業がある段階の団体
は、自らの団体の組織ミッション広報よりも、アート NPO 全体の認知度を上げる広報を望んで
いた。 
最後のステップ③では、②で導き出された支援ニーズを元にして、潜在的な支援者にそれらの
支援を行う上での課題を聞き出した。そしてこの調査から、アート NPOが欲している支援を実
現するためには、以下 3つの条件が整うことが導かれた。それは、①支援者組織の資源の確保、
②支援組織同士の連携、③アート NPOの積極性である。 
まず、①支援組織同士の連携から述べる。今回調査した支援組織は、それぞれが単独でアート
NPO の支援を行っていた。つまり、支援組織同士の連携がほとんどなかったのである（図 1「現
状のアート NPO と支援組織との関係」）。これらの支援組織は、アート NPO（芸術文化を支え
る市民団体）を支援する事業を行っているという点において共通しているが、NPO 支援課と文
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化政策課との横の連携、県と市との縦の連携がない状況となっている。その理由は、支援組織が
他の支援組織を認識していないことや縦割りによる事業が要因となっているからである。こうし
て、支援組織によって組織ミッション広報への認知の差ができたり、情報も限定的になったりし
ているのである。情報が限定的になっているというのは、文化財団で行っている支援情報は、
NPO 支援センターでは手に入れることができないということである。アート NPO は、それぞ
れの支援組織を訪れて、それぞれの情報を入手しなくてはならない。このような状況では、支援
や情報提供を行っていても、それらを欲している団体に届かないということが起きる。そういっ
たことを防ぐには、自らの組織内だけに情報を留まらせているのではなく、他のさまざまな組織
と情報を共有することが重要になる。支援組織は、情報や支援を受ける側（アート NPO）との
関係だけでなく、他の組織同士の連携を図ることが望まれる。こうした共通の団体を支援する他
の組織同士の連携、つまり行政の課同士の横の連携、県と市の縦の連携を、図 2「望まれるアー
ト NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」として示す。図の点線及び網掛け部分が、今後
望まれる縦と横の連携である。 
次に、②支援組織側の資源不足についてである。この課題は、すべての支援組織が言及してい
た。支援組織は、個々団体に資金や人材、場所、機材などを提供するが、その資源は、潤沢にあ
るわけではない。限りある資源の中で、すべてのアート NPO に対してきめ細やかな支援をする
ことは不可能である。しかし、どの支援組織も単独での支援の主催に関しては消極的であったが、
協働事業であるならば実現の可能性はあるという意見があった。ある程度経営が安定しており、
支援組織との協働で事業を行える力を持っているアート NPO と支援組織との協働であれば、支
援の実現は大いにありうる。また、前述に書いたように、支援組織との連携（図「望まれるアー
ト NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」網掛け部分が望まれる支援組織同士の連携であ
る。）があれば、支援組織同士との協働においても支援の実現は可能である。 
最後は、③アート NPO の積極性である。支援組織の条件である①②が満たされたとしても、
それだけでは、支援は実現しない。②支援組織側の資源不足でも述べたように、支援組織がすべ
てのアート NPO に対してきめ細やかな支援を行うことはできない。限りある資源を有効に使う
ため、積極性のある団体をピックアップし、その団体をさらにレベルアップさせる支援を行って
いるのである。つまり、団体は、支援組織からの支援を当てにしてはいけない。自らの団体の課
題は何か、何が不足しているのか、どうしたら活動を行えるのか、といったことを考えなくては
ならない。アート NPO は、自らの力で団体を継続するために、積極的に活動を行うべきである。 
但し、③については、すべてのアート NPO が積極的に支援者に対してアピールすることは困
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難である。ある程度経営力がある団体ならば可能であるが、設立間もない団体や経営基盤が脆弱
な団体に対しては、以下の支援が望まれる。 
団体設立時は資源不足だけでなく、経営力、他団体地域住民とのネットワーク、NPO への知
識、活動の公共性における弱さなどが課題として挙げられる。また、そうした自らの団体の課題
事態を把握できていないこともある。これらの課題を団体に気付かせ、その課題に適切なアドバ
イスもしくはサポートが行えれば、地域における団体活動の公共性の認知や経営力の向上がされ、
団体の力をつけることができる。こうした個々団体に合わせた個別相談は、市レベルの支援組織
が（資金や人材などが揃えば、）対応可能である。そして、力をつけた団体が、県レベルの支援
組織に対して協働で事業を行うように働きかけることが可能になる。（図 2「望まれるアート
NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」下部。団体の発展段階において、支援の内容や支
援組織が変化する。） 
本研究では、以上の 3つの条件が整うことで、アート NPO が欲している組織ミッション広報
の支援を実現すると結論づけた。（図 2「望まれるアート NPO と支援組織の関係、及び支援の
あり方」）この支援によって、アート NPO は、自ら組織ミッション広報を行うことがより可能
となる。組織ミッション、つまり活動の公共性を支援者に認識してもらうことによって、認定
NPO 法人格を取得し、寄付を受ける。これらの長期的な支援によって、団体が自立するための
環境が整う。経営基盤が安定した NPO は、活動が継続され、今後さらに活躍の領域が広がり、
ひいては公共サービスの充実に結びつくと考える。本研究が、アート NPO の経営基盤を確立す
るために少しでも寄与すれば幸いである。 
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図表 
 
表 1「調査対象」 
NPO 法人 任意団体 
ARDA（東京） 
するところ（東京） 
演劇百貨店（東京） 
アートインライフ（東京） 
デジタルポケット（神奈川） 
まねきねこ（愛知） 
チルドレンズ・ミュージアム（長野） 
リトミック Gifu（岐阜） 
エトコロ（滋賀） 
こどもアート（京都） 
AYA（千葉） 
ピスタチオ（東京） 
こどもアートスタジオプロジェクト（静岡） 
リトルそれいゆ（愛知） 
子どもいきいきプロジェクト（福井） 
アートコミュニケーションデザイン（京都） 
ちゃめっこはくぶつかん（京都） 
手づくり楽器の森（大阪） 
A-yan（大阪） 
ゆめのみプロジェクト（大阪） 
下線は、調査を実施した団体。 
 
 
表 2「発展段階別の支援ニーズ」 
発展段階 必要としている支援ニーズ 
Ⅰ 実績を積んでいる初期
の段階 
任意団体 活動場所、学校への広報機会、パンフレット等制作費用 
NPO 法人 webなどで広く団体を広報、NPO の社会的認知度向上 
Ⅱ 活動が地域に浸透しつ
つあり、活動を継続していく
段階 
新たな参加者や支援者を開拓するため、パンフレット等制作費用、専門家
のノウハウ 
Ⅲ 活動が地域に浸透し、継
続的な事業がある段階 
個団体の組織ミッション広報は必要ない。NPO 全体の社会的認知度を向
上させる広報を行ってほしい。 
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アート NPO 
文化財団 文化財団 NPO支援 
センター 
県 
文化政策課 
市 
文化政策課 NPO支援課 
環境課、福祉課など 
NPO支援 
センター 
NPO支援課 
環境課、福祉課など 
 様々な支援や情報を個々に提供 
図 1「現状のアート NPOと支援組織との関係」 
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図 2「望まれるアート NPO と支援組織の関係、及び支援のあり方」 
文化財団 
県 
アート NPO 
・設立間もない団体 
・経営基盤が脆弱な団体 
 
経営がある程度 
安定している団体 
 
 協働で事業を行う 
 
 個別相談 
NPO支援 
センター 
文化財団 
NPO支援 
センター 
市 
情報の共有 
協働事業 
文化政策課 環境課、福祉課など NPO支援課 
文化政策課 環境課、福祉課など NPO支援課 
点線 今後望まれるつながり 
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